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３ 計画の基本的な考え方  

3.1 計画策定の手順  

本計画の策定は、国が基本計画において実施した手法及び国の「国土強靱化地域計画策定ガ

イドライン」を参考に、以下の手順で行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 基本目標  

基本法第１４条において、国土強靱化地域計画は「国土強靱化基本計画との調和が保たれ

たものでなければならない」と規定されていることをふまえ、基本計画における基本目標を踏

襲し、次の４点を、本市の強靱化を推進するうえでの基本目標とした。 

 

 

 

 

  

１ 人命の保護が最大限図られること 

２ 都市の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

３ 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化が図られること 

４ 迅速な復旧・復興が図られること 

① 地域の強靱化に関する基本目標の設定 

② 大規模自然災害に対して、事前に備えるべき目標を設定 

③ 目標の達成を妨げる事態として、リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態）を設定 

④ リスクシナリオを回避するための施策群を、プログラムとして整理 

⑤ リスクシナリオを回避するために、どのような取組みが必要かを分析する脆弱性評価を実施 

⑥ 脆弱性評価の結果をふまえ、本市における強靱化に係る施策の推進方針を策定 
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3.3 事前に備えるべき目標  

次に、国の基本計画を参考として、４つの基本目標をさらに具体化した８つの「事前に備え

るべき目標」を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

3.4 リスクシナリオの設定  

さらに、基本計画及び千葉県国土強靱化地域計画におけるリスクシナリオ（起きてはならな

い最悪の事態）を参考とし、本市の地域特性をふまえ、３２のリスクシナリオを次ページのとお

り設定した。 

3.5 脆弱性評価  

次に、各リスクシナリオを回避するための施策群を「プログラム」として整理し、各プログラ

ムごとに、現在市が行っている施策・事業をふまえ、リスクシナリオの回避のためにどのよう

な取組が必要か分析する脆弱性評価を行った。 

3.6 推進方針の策定  

さらに、脆弱性評価の結果に対し、リスクシナリオ・プログラムごとに、強靱化に係る施策の

推進方針を策定した。併せて、現在市において行っている主な施策・事業を整理するとともに、

当該プログラムの推進方針に関する達成度や進捗度を把握するための関連指標を設定し、ま

た、その現状値と目指すべき方向性を整理した。（全体像は「プログラム体系と所管（関連）部

局表」(p21)参照。） 

また、関連する主な部局ごとに推進方針を整理し、「4.2 部局ごとの推進方針」（ｐ９6）に取

りまとめた。 

１ 人命の保護が最大限図られる 

２ 救助・救急、医療活動等が迅速に行われ、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する 

３ 必要不可欠な行政機能を確保する 

４ 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスを確保する 

５ 経済活動を機能不全に陥らせない 

６ ライフライン・交通ネットワーク等の被害を最小限に留め、早期復旧を図る 

７ 制御不能な二次災害を発生させない 

８ 地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する 

     ３ 計画の基本的な考え方 
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■ 船橋市国土強靱化地域計画におけるリスクシナリオ一覧 
 

事前に備えるべき目標 リスクシナリオ（起きてはならない最悪の事態） 

1 
人命の保護が最大
限図られる 

1-1 住宅や不特定多数が集まる施設等の倒壊等による死傷者の発生 

1-2 市街地や不特定多数が集まる施設における火災による死傷者の発生 

1-3 
地震に伴う市街地での同時多発的な大規模火災の発生による死傷者
の発生 

1-4 津波・高潮による死傷者の発生 

1-5 突発的・長期的な市街地等の浸水による死傷者の発生 

1-6 土砂災害等による死傷者の発生 

1-7 
防災意識の低さや要配慮者に対する支援の不足による避難行動の遅
れ等による死傷者の発生 

2 

救助・救急、医療活
動等が迅速に行わ
れ、被災者等の健
康・避難生活環境
を確実に確保する 

2-1 
被災地での食料・飲料水・医薬品等の、生命に関わる物資供給の長期
停止 

2-2 消防等の被災等による救助･救急活動等の不足 

2-3 大量・長期の帰宅困難者の発生 

2-4 
医療施設及び関係者の被災、エネルギー供給の途絶等による救助・救
急、医療機能の麻痺 

2-5 災害時における感染症等の大規模発生 

2-6 劣悪な避難生活環境による被災者の健康状態の悪化 

3 
必要不可欠な行政
機能を確保する 

3-1 行政機関の職員･施設等の被災による大幅な機能の低下 

3-2 警察機能の低下等による治安の悪化 

4 
必要不可欠な情報
通信機能・情報サ
ービスを確保する 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・長期停止 

4-2 
災害時に活用する情報サービスの機能停止により、避難行動や救助・
支援が遅れる事態 

5 
経済活動を機能不
全に陥らせない 

5-1 サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下 

5-2 社会経済活動等の維持に必要なエネルギーの供給停止 

5-3 損壊、火災等による重要な産業等への甚大な被害 

5-4 食料等の安定供給の停滞 

6 

ライフライン・交通
ネットワーク等の
被害を最小限に留
め、早期復旧を図
る 

6-1 電力・石油・ガスのサプライチェーンの寸断による供給停止 

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

6-4 地域交通ネットワークが分断する事態 

7 
制御不能な二次災
害を発生させない 

7-1 大規模噴火に伴う降灰による二次災害の発生 

7-2 有害物質の大規模拡散･流出による二次災害の発生 

8 

地域社会・経済が
迅速に再建・回復
できる条件を整備
する 

8-1 災害廃棄物処理の停滞による復旧・復興の大幅な遅滞 

8-2 
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復
旧・復興が大幅に遅れる事態 

8-3 地域コミュニティの崩壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

8-4 
貴重な文化財や環境的資産の喪失等による有形・無形の文化の衰退・
損失 

8-5 
復旧・復興を支える人材等の不足と、より良い復興に向けた体制の欠
如等による復興の停滞 
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ー

ジ

市長
公室

企画
財政部

総務
部

税務
部

市民
生活部

健康・
高齢部

保健
所

福祉サー
ビス部

子育て
支援部

環境
部

経済
部

地方卸
売市場

都市
計画部

都市
整備部

道路
部

下水
道部

建築
部

消防
局

病院
局

教育委員会

管理部

教育委員会

学校
教育部

教育委員会

生涯
学習部

1-1-1 住宅・建築物と宅地の耐震化 24 ●

1-1-2 公共施設の耐震化等 25 ● ● ●

1-1-3 学校施設の耐震化等 25 ● ●

1-1-4 医療施設の耐震化等 26 ● ●

1-1-5 社会福祉施設等の耐震化等 27 ● ● ●

1-1-6 被災宅地・建築物の危険度判定の充実 27 ●

1-2-1 火災予防対策等の推進 28 ●

1-2-2 救助活動能力の強化 29 ● ●

1-3-1 密集した市街地等の解消 30 ● ● ● ● ●

1-3-2 延焼防止等に資する緑地等の確保 31 ●

1-3-3 道路整備による避難路等の確保 32 ● ● ●

1-4-1 津波・高潮からの避難体制等の整備 33 ●

1-4-2 海岸保全施設の早期整備の要望等 34 ● ●

1-4-3 防災行政無線等による避難情報等の伝達 34 ● ●

1-5-1 大規模水害対策の推進 35 ● ● ● ● ● ● ●

1-5-2 水害に強い地域づくり 36 ●

1-5-3 海岸保全施設の早期整備の要望等【1-4-2再掲】 38 ● ●

1-6 土砂災害等による死傷者の発生 1-6-1 激甚化する自然災害に備えた土砂被害対策 38 ● ● ●

1-7-1 地域の災害リスクに対する意識の向上 39 ● ● ● ●

1-7-2 地域防災力の向上 40 ● ● ●

1-7-3 要配慮者支援の推進 41 ● ● ● ● ●

1-7-4 福祉避難所等の拡充 42 ● ● ●

2-1-1 上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築 44 ● ●

2-1-2 支援物資の調達・供給体制の構築 44 ● ● ●

2-1-3 道路・橋梁等の整備 45 ● ●

2-1-4 道路啓開計画の策定 46 ● ●

2-1-5 備蓄品等の確保 47 ● ● ● ● ●

2-2-1 常備消防力の強化 48 ●

2-2-2 消防団・自主防災組織等の災害対応能力の向上 49 ● ●

2-2-3 自衛隊・警察・海上保安庁等との連携体制の整備 50 ●

2-3 大量・長期の帰宅困難者の発生 2-3-1 総合的な帰宅困難者対策の検討・実施 51 ● ● ●

2-4-1 災害拠点病院の耐震化等 52 ●

2-4-2 災害派遣医療チーム(DMAT)の養成 52 ●

2-4-3 災害時の石油類燃料の確保 53 ● ●

2-4-4 道路等の災害対策 53 ●

2-4-5 道路啓開計画の策定【2-1-4再掲】 54 ● ●

2-4-6 保健・医療等の受援体制の整備 54 ● ●

2-4-7
医療センター業務継続計画(BCP)の策定及び防災
訓練の実施

55 ● ●

2-4-8 医師会等との連携強化による医療提供体制の整備 56 ● ● ● ●

2-5-1 避難所等における感染症対策の推進 56 ● ●

2-5-2 予防接種や消毒・害虫駆除等の実施 57 ● ●

2-5-3 下水道業務継続計画(下水道BCP)の適切な運用 58 ●

2-5-4 下水道施設の維持管理・耐震化等 58 ●

2-5-5 遺体安置所の確保・火葬体制の構築 59 ● ● ●

2-6-1 避難環境の整備 60 ● ● ● ●

2-6-2 避難所等における衛生管理 61 ● ● ●

3-1-1 市業務継続体制の確保 63 ● ●

3-1-2 被災者台帳の整備 63 ● ●

3-1-3 災害対応能力の向上 64 ● ● ● ●

3-1-4 総合防災訓練等の実施 65 ●

3-1-5 公共施設の耐震化等【1-1-2再掲】 65 ● ● ●

3-1-6 電源途絶に対する予備電源等の確保 66 ● ● ●

3-1-7 業務システムの耐災害性の確保等 67 ● ●

3-2 警察機能の低下等による治安の悪化 3-2-1 治安確保体制等の整備 68 ● ●

所管（関連）部局

3
必要 不可 欠な
行政 機能 を確
保する

3-1
行政機関の職員･施設等の被災によ
る大幅な機能の低下

2

救助・ 救急、医
療活 動等 が迅
速に行われ、被
災者等の健康・
避難 生活 環境
を確 実に 確保
する

2-1
被災地での食料・飲料水・医薬品等
の、生命に関わる物資供給の長期停
止

2-2
消防等の被災等による救助･救急活
動等の不足

2-4
医療施設及び関係者の被災、エネル
ギー供給の途絶等による救助・救急、
医療機能の麻痺

2-5
災害時における感染症等の大規模発
生

2-6
劣悪な避難生活環境による被災者の
健康状態の悪化

■ 船橋市国土強靱化地域計画のプログラム体系と所管（関連）部局表　(目標１～３）

事前に備えるべき

目標
リスクシナリオ

（起きてはならない最悪の事態）
プログラム

（リスクシナリオを回避するための施策・施策群）

プログラム体系

1
人命 の保 護が
最 大 限図 られ
る

1-1
住宅や不特定多数が集まる施設等の
倒壊等による死傷者の発生

1-2
市街地や不特定多数が集まる施設に
おける火災による死傷者の発生

1-3
地震に伴う市街地での同時多発的な
大規模火災の発生による死傷者の発
生

1-4 津波・高潮による死傷者の発生

1-5
突発的・長期的な市街地等の浸水に
よる死傷者の発生

1-7
防災意識の低さや要配慮者に対する
支援の不足による避難行動の遅れ等
による死傷者の発生
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市長
公室

企画
財政部

総務
部

税務
部

市民
生活部

健康・
高齢部

保健
所

福祉サー
ビス部
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支援部

環境
部

経済
部

地方卸
売市場

都市
計画部

都市
整備部

道路
部

下水
道部

建築
部

消防
局

病院
局

教育委員会

管理部

教育委員会

学校
教育部

教育委員会

生涯
学習部

4-1-1 防災情報の収集機能強化 69 ● ●

4-1-2 電源途絶に対する予備電源等の確保【3-1-6再掲】 69 ● ● ●

4-2
災害時に活用する情報サービスの機
能停止により、避難行動や救助・支援
が遅れる事態

4-2-1
防災行政無線等による避難情報等の伝達【1-4-3
再掲】

70 ● ●

5-1-1 中小企業に対する資金調達支援 72 ●

5-1-2 インフラの災害対策 72 ●

5-2
社会経済活動等の維持に必要なエネ
ルギーの供給停止

5-2-1 ライフライン事業者等の防災体制の強化 73 ●

5-3
損壊、火災等による重要な産業等へ
の甚大な被害

5-3-1 工業団地等の防災体制の強化 74 ●

5-4-1 農地・農業水利施設等の適切な保全管理 74 ●

5-4-2 食料安定供給のための農業・漁業施設整備の推進 75 ●

5-4-3 卸売市場施設の再整備等の推進 75 ●

6-1-1
ライフライン事業者等の防災体制の強化【5-2-1再
掲】

77 ●

6-1-2
ライフライン事業者等との連携による緊急調達体制
の強化

78 ● ● ●

6-1-3 自立・分散型エネルギー設備の導入 78 ● ●

6-1-4 台風等による停電対策 79 ● ●

6-2 上水道等の長期間にわたる供給停止 6-2-1
上水道施設の耐震化等と応急給水体制の構築 【2-
1-1再掲】

79 ● ●

6-3-1
下水道業務継続計画(下水道BCP)の適切な運用
【2-5-3再掲】

80 ●

6-3-2 下水道施設の維持管理・耐震化等【2-5-4再掲】 81 ●

6-3-3 浄化槽の整備促進等 81 ●

6-3-4 市の一般廃棄物処理施設における安定処理 82 ●

6-4-1 道路・橋梁等の整備【2-1-3再掲】 83 ● ●

6-4-2 集中豪雨時の冠水危険箇所等の周知 83 ● ● ●

6-4-3 無電柱化の推進 84 ●

6-4-4 輸送手段の確保 85 ● ● ●

7-1
大規模噴火に伴う降灰による二次災
害の発生

7-1-1 富士山噴火による降灰対策 86 ● ● ●

7-2-1 有害・危険物質漏えい時の対応体制の確保 86 ●

7-2-2 危険物施設等の安全対策 87 ● ●

8-1-1 災害廃棄物処理体制の整備 88 ●

8-1-2 災害廃棄物の仮置場の選定推進 89 ●

8-1-3 災害廃棄物処理の協力体制の構築 89 ●

8-2
事業用地の確保、仮設住宅・仮店舗・
仮事業所等の整備が進まず復旧・復
興が大幅に遅れる事態

8-2-1 応急仮設住宅等の整備 90 ● ● ●

8-3-1 生活復興に向けた相談体制等の整備 91 ● ● ● ● ● ● ●

8-3-2 被災者台帳の整備【3-1-2再掲】 92 ● ●

8-3-3 地域コミュニティの活性化 92 ●

8-4
貴重な文化財や環境的資産の喪失
等による有形・無形の文化の衰退・損
失

8-4-1 文化財に係る各種災害対策の支援 93 ● ●

8-5-1 関係機関等との連携体制の確立 94 ● ● ●

8-5-2 復旧・復興を支える人材の育成 94 ● ●

8-5-3 復興に向けた体制の構築 95 ● ● ●

4

必要 不可 欠な
情報通信機能・
情報サービスを
確保する

4-1
防災・災害対応に必要な通信インフ
ラの麻痺・長期停止

事前に備えるべき

目標
リスクシナリオ

（起きてはならない最悪の事態）

7
制御 不能 な二
次災 害を 発生
させない 7-2

有害物質の大規模拡散･流出による
二次災害の発生

6

ライフライン・交
通ネットワーク
等の 被害 を最
小限に留め、早
期復旧を図る

6-1
電力・石油・ガスのサプライチェーン
の寸断による供給停止

6-3
汚水処理施設等の長期間にわたる機
能停止

6-4
地域交通ネットワークが分断する事
態

5
経済 活動 を機
能 不 全に 陥ら
せない

5-1

プログラム
（リスクシナリオを回避するための施策・施策群）

■ 船橋市国土強靱化地域計画のプログラム体系と所管（関連）部局表　(目標４～８）

プログラム体系 所管（関連）部局

8-3
地域コミュニティの崩壊により復旧・
復興が大幅に遅れる事態

8

地域社会・経済
が迅速に再建・
回 復 でき る条
件を整備する

8-1
災害廃棄物処理の停滞による復旧・
復興の大幅な遅滞

サプライチェーンの寸断等による企
業の生産力低下

5-4 食料等の安定供給の停滞

8-5
復旧・復興を支える人材等の不足と、
より良い復興に向けた体制の欠如等
による復興の停滞
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